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地域力の創造・地方の再生

○ 活力ある地域社会を形成し、地域主権を確立するため、それぞれの地域で様々な主体が協働・連携して地

域資源を最大限活用し、地域力を高めるための多様な取組を展開できるよう支援

「中心市」の都市機能と「周辺市町村」の環境、歴史、文化、食料生産などの機能で相互に役割分担し、定住の
受皿を形成
○ 定住自立圏構想推進要綱及び定住自立圏に対する支援策を取りまとめ、平成２１年４月より全国展開

○ 平成２１年１２月末時点、中心市宣言実施済み４１団体。協定締結８０団体（１５圏域）。方針策定４団体（４圏域）

２．「定住自立圏構想」の推進

「過疎地域こそ日本の原点」との認識のもと、国土を保全し、生産機能を守り、安心して暮らせる地域に再生
○ 新たな過疎対策の推進 ○ 医療、介護、生活の足の確保

○ 「集落支援員」による集落再生 ○ デジタル・ディバイドの解消

３．過疎地域などの条件不利地域の自立・活性化の支援

それぞれの地域資源（豊かな自然環境、再生可能なクリーンエネルギー、安全で豊富な食料、歴史文化資産、志のある資金）を
最大限活用する仕組を地方公共団体と市民、ＮＰＯ等の協働・連携により創り上げていくことにより、「地域から人材、資金が流出
する中央集権型の社会構造」を「分散自立型・地産地消型社会」、「地域の自給力と創富力を高める地域主権型社会」へと転換
平成２１年度検討事業
○ 都道府県・市町村における、再生可能なクリーンエネルギー資源の賦存量等の調査及び先行実証調査

平成２２年度検討事業
○ 改革を推進していくための制度的対応等についての研究
○ 改革の趣旨に賛同し、総合的・複合的な取組を先行的に行う市町村における調査研究

１．「緑の分権改革」の推進



○ 地域においては、少子高齢化・人口減少社会が到来する中にあって、厳しい財政制約の下で、地域主
権の確立、低炭素型社会への転換等の改革の推進が強く求められている。

○ 緑の分権改革とは、それぞれの地域が、森・里・海とそれにはぐくまれるきれいな水などの豊かな資源と
それにより生み出されうる食料やエネルギー、あるいは歴史文化資産の価値等を把握し、最大限活用す
る仕組みを創り上げていくことによって、地域の絆の再生を図り、「地域から人材、資金が流出する中央集
権型の社会構造」から、「分散自立型・地産地消型社会」、「地域の自給力と創富力を高める地域主権型
社会」への転換を実現しようとするもの。

１ 緑の分権改革とは

緑の分権改革

○ 地域主権の確立のため、義務付け・枠付けの見直し、基礎自治体への権限移譲、国直轄事業負担金の
廃止、補助負担金の一括交付金化、出先機関の原則廃止、国と地方の協議の場の法制化等を目指す。
これらにより、住民自治、地方公共団体の権限と責任は飛躍的に高まるもの。

○ 緑の分権改革とは、このように行財政制度を地域主権型に改革していくことにあわせて、個々人の生活
や地域の経済についても、「人材や食料、エネルギー、資源等ができる限り地域で有効に活用される構
造」に変えていくことにより、ヒト、モノ、カネ、エネルギーの動きそのものを変革し、地域の自給力と創富力
を高めるような社会システムの構築を目指すもの。

２ 地域主権改革と緑の分権改革



（１）総務省の体制整備
第２次補正予算案の閣議決定後に、省内横断的な推進体制として、「緑の分権改革推進本部」を設置するととも

に、その着実な実施のために「緑の分権改革推進室」を設置。

（２）意見募集の実施
（４）①の研究会の設置に先立ち、アドバイザリー・スタッフとして有識者から幅広く助言いただくとともに、地方公

共団体はじめ関係方面から緑の分権改革に対する意見を募集。

（３）平成２１年度第２次補正予算
緑の分権改革の推進のための基礎的条件整備として、地域におけるクリーンエネルギー資源の賦存量の調査と

フィージビリティ調査、固定価格買取の仕組みや住民共同出資の活用等も含めた事業化方策についての先行実
証調査を実施。

（４）平成２２年度当初予算
①研究会の設置
（３）のクリーンエネルギー資源の調査の状況、②の先行的な取組を実施する市町村による調査の状況も踏まえ、

緑の分権改革を推進していくための課題・対応策等について検討。
②先行的な取組についての委託調査事業
エネルギー、食料等の可能な限りの域内生産を推進するとともに、歴史文化資産はじめ地域資源を最大限活用

し、地域の自給力と創富力を高める取組みを、先行的・総合的に実施する市町村を募集し、委託調査を実施。

（５）平成２３年度以降の展開
平成２１年度及び平成２２年度における調査・研究結果、先行実施市町村の検証・提言等を広く都道府県、市町

村はじめ関係者に周知するとともに、国として、広報・啓発にあわせて、規制緩和や必要な法整備などにより支援
策を講じていくことにより、緑の分権改革を積極的に推進。

３ 緑の分権改革の推進
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